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平成２６年(行ウ)第１５２号 大間原子力発電所建設差止等請求事件 

原 告 函館市 

被 告 国 ほか１名 

 

準 備 書 面 ⑷ 

‐大津地裁大飯・高浜原発差止仮処分決定は住民の指摘を認めている‐ 

 

平成２６年（２０１４年）１２月１８日 

 

東京地方裁判所民事第２部 B係 御中 

 

原告訴訟代理人弁護士 河 合  弘 之 

同   弁護士 井 戸  謙 一 

同   弁護士 内 山  成 樹 

同   弁護士 海 渡  雄 一 

同   弁護士 青 木  秀 樹 

同   弁護士 望 月  賢 司 

同   弁護士 只 野  靖 

同   弁護士 白  日 光 
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同   弁護士 兼 平  史 

同   弁護士 中 野  宏 典 

同   弁護士 金  裕 介 

１ 大津地裁決定とその意義 

  大津地裁（山本善彦裁判長）は，関西電力の高浜原発３，４号機（福井県高浜

町）と大飯原発３，４号機（同県おおい町）の地震対策は不十分だとして，滋賀

県の住民らが再稼働差止めの仮処分を求めていた事件について，平成２６年１１

月２７日，住民らの申請を却下する決定をした（甲１１。以下「大津地裁決定」

という。）。 

  上記の各原発については，関西電力が平成２５年７月，再稼働に向けて，規制

委員会に対して新規制基準への適合性審査を申請し，原子力規制委員会が審査を

進めているものである。 

  住民側は，差止めを求める理由として，若狭湾の周辺には多くの活断層があり，

想定を超える地震や津波が起こる可能性が高いこと等を主張してきた。とりわけ，

原発の耐震設計の基準となる基準地震動が上記の各原発において過小に評価され

ており，このまま再稼働がなされれば，福島原発事故と同じような事故が起き，

琵琶湖が汚染され，住民の生命と健康に深刻な危険が生じると訴えてきた。 

  このような住民側の主張に対し，大津地裁決定は，同じような状況におかれて

いた川内原発について，原子力規制委員会の再稼働許可処分がなされているにも

かかわらず，規制委員会が「いたずらに早急に，新規制基準に適合すると判断し

て再稼働を容認するとは到底考えがた」いとして，保全の必要性を否定して申立

てを却下した。これは，「本来あるべき理想の原子力規制委員会」という，架空

の前提に立つ判断といわざるを得ず，その結論には極めて問題がある。 

  しかしながら，本件訴訟との関係においてより重要なことは，保全の必要性を
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否定した理由及びその前提として認定した事実である。同決定は，上述のとおり

保全の必要性がないとして住民側の仮処分申請を却下したものではあるが，その

直接の根拠は，規制委員会が「いたずらに早急に，新規制基準に適合すると判断

して再稼働を容認するとは到底考えがた」く，再稼働が差し迫ったものではない

から，というものである。 

  そして，規制委員会が再稼働を容認するとは考え難いとする根拠として，３つ

の点を挙げている。すなわち，①新規制基準における地震動想定には合理性がな

いのではないかという強い疑問に対して，電力会社が説明できていないこと，②

田中規制委員会委員長も，新規制基準の合理性に疑問を呈するかのような発言を

していること，及び，③地元自治体等との役割分担や住民の避難計画等がなされ

ておらず，これらの作業が進まなければ再稼働はあり得ないこと，の３点である。

これらは，いずれも住民側が原発の安全性に関して訴えてきた内容であり，大津

地裁決定は，住民側の安全性に関する主張を受け入れたうえで，そのような問題

が多数存在する現時点で，再稼働が許可されるとは到底考えられない，という論

法によって，仮処分を却下したのである。 

  このように，大津地裁決定は，被保全権利の有無については直接判断していな

いが，実質的には，被保全権利の存在（再稼働によって住民らの人格権が侵害さ

れる危険性）を認めたに等しいものといえる。 

  以下，大津地裁決定の前提を確認したうえで，上述の３つの点について詳述す

る。 

 

２ 原発事故の取り返しのつかない重大性を明確に認めている 

  大津地裁決定は，その判断の前提として，「事故の重大な結果に照らせば，本

件各発電所の再稼働後に，いったん重大な事故が発生してしまえば，文字通り，

取り返しのつかない事態となり，放射能汚染の被害も甚大なものとなることが想

定される」ことを認めている。 

  これは，平成２６年５月２１日の福井地裁大飯原発差止判決とも共通する，い
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わば福島原発事故後の公知の事実といってよい。本件訴訟においても，何よりも

まずこのような前提事実が明確に認識されるべきである。 

 

３ ①新規制基準の合理性について電力会社が説明できていないことを認めている 

  前項記載の前提に立ったうえで，大津地裁決定は，冒頭に述べた３つの点を指

摘する。すなわち，同決定は，①新規制基準の合理性について，関西電力が何ら

説明を加えていないとし，新規制基準については，次のようにその合理性に疑問

があることを示した。 

  すなわち，「自然科学においてその一般的傾向や法則を見いだすためにその平

均値をもって検討していくことについては合理性が認められようが，自然災害を

克服するため，とりわけ万一の事態に備えなければならない原発事故を防止する

ための地震動の評価・策定にあたって，直近のしかも決して多数とはいえない地

震の平均像を基にして基準地震動とすることにどのような合理性があるのか。加

えて，研究の端緒段階にすぎない学問分野であり，サンプル事例も少ないことか

らすると，着眼すべきであるのに捉え切れていない要素があるやもしれず，また，

地中内部のことで視認性に欠けるために基礎資料における不十分さが払拭できな

いことなどにも鑑みると，現時点では，最大級規模の地震を基準にすることにこ

そ合理性があるのではないか。」と。 

  このうち，（ⅰ）直近の，決して多数とはいえない地震を前提として地震動を

評価することにどのような合理性があるのか，という点，（ⅱ）研究の端緒段階

にすぎない学問分野で，サンプル事例が少ないことから，捉えきれない要素があ

りうる点，そして，（ⅲ）地中内部のことで視認性に欠けるために基礎資料の不

十分さが払しょくできない点については，まさに大飯判決と共通する見方である。

直近のこの二つの裁判例を踏まえれば，これらの点もまた，福島原発事故後，ほ

とんど常識といってよい確立された知見というべきである。 

  さらに，大津地裁決定は，大飯判決から一歩進んで，（ⅳ）新規制基準が「そ

の平均値をもって」検討していることを認めている。そして，「自然災害を克服
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するため，とりわけ万一の事態に備えなければならない原発事故を防止するため

の地震動の評価・策定にあたって，直近のしかも決して多数とはいえない地震の

平均像を基にして基準地震動とすることにどのような合理性があるのか」と，（ⅴ）

万が一にも事故を起こさないようにするという原発の安全性について，地震の平

均像を基にして基準地震動を策定することに対して強い疑問を呈している。これ

は，浜岡原発訴訟や川内原発仮処分などにおいて，住民側が一貫して訴えてきた

ことを認めたものであり，画期的な判示である。 

 

４ ②田中委員長の発言 

  第２に，大津地裁決定は，②田中俊一原子力規制委員会委員長が，原子力発電

所の再稼働に関連して，「原発が新規制基準を充たすかどうかを審査するだけで

ある，新規制基準への適合は審査したが安全だとは言わない」などと発言したこ

とを踏まえ，当該発言は，「新規制基準の合理性に疑問を呈するものと言えなく

もない」と述べる。 

  規制委員会の適合性審査は，原発の安全性を確保するための要であり，これに

ついて委員会の長たる者が上述のような無責任な発言をすること自体，新規制基

準の合理性に対する信頼性を強く疑わせる事情というべきである。 

 

５ ③避難計画すら立てられていなければ再稼働はあり得ない 

  第３に，大津地裁決定は，③住民の避難計画にも言及し，「原発事故に対応す

る組織や地元自治体との連携・役割分担，住民の避難計画等についても現段階に

おいては何ら策定されておらず，これらの作業が進まなければ再稼働はあり得な

い」と判示した。 

  現実には，川内原発では，同様にほとんど有効な避難計画が立てられていない

にもかかわらず規制委員会の再稼働許可がなされており，大津地裁決定の認定に

反し，避難計画のない再稼働が行われようとしている。 
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６ 再稼働が切迫すれば，司法はストップをかけるという決定 

  大津地裁決定は，このような３つの事実を指摘して，「このような段階にあっ

て，同委員会（原子力規制委員会のこと）がいたずらに早急に，新規制基準に適

合すると判断して再稼働を容認するとは到底考えがた」いとして，住民の訴えを

却下した。 

  このように，同決定は，原発の安全性を認めたものでないことはもちろんのこ

と，原発の安全性確認があまりにも不十分であるとして，規制委員会が再稼働を

容認するとは到底考えられないと述べたのであり，むしろ，住民の指摘をかなり

の程度まで認めている決定であると評価することができる。大津地裁決定は，ま

さに被保全権利につき福井地裁判決と同様の認識に立っているからこそ，よもや

規制委員会もこのような危険な原発の再稼働を早急に容認しないであろう，と判

断したのである。 

  このような決定の趣旨からすれば，今より再稼働が現実のものとなったときに

は司法はこれを差し止めるべきだとする考え方を含んでいると理解することが許

されるであろう。 

  福井地裁の大飯原発差止判決のレッド・カードに続いて，大津地裁は，原発の

安全性にイエロー・カードを突きつけたのである。 

以上 


